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②【申請書様式】
令和　年　　月　　日

独立行政法人中小企業基盤整備機構
　契約担当役
理　事　　森澤　泰治　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　社　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印

中小機構保有施設（全国33施設）で使用する電気の調達
に関する入札に係る競争参加資格確認書類の提出について

※入札に参加する各調達No,地区のチェック欄に○印を付すこと。

	調達№
	1
	2
	3
	4
	5
	6
	7
	8

	地　区
	北海道
	東　北
	関　東
	中　部
	北　陸
	関　西
	中　国
	九　州

	チェック
	
	
	
	
	
	
	
	



「中小機構保有施設（全国33施設）で使用する電気の調達」の入札に関し、以下のとおり応札者の条件に適合することを証明します。

	項目
	条件
	回答
（○or×）
	添付資料
の有無

	1
	契約要領第2条及び第3条の規定に該当する者ではないこと。
	　
	　

	2
	独立行政法人中小企業基盤整備機構反社会的勢力対応規程（規程22第37号）第2条に規定する反社会的勢力に該当する者ではないこと。
	　
	　

	3
	令和７・８・９年度の全省庁統一資格を有する者であり、「物品の製造」、「物品の販売」の「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」の等級に格付されている者であること。

	　
	資格審査結果通知書の写しを添付すること。

	４
	当機構または経済産業省発注契約に係る指名停止処分を受けている者でないこと。
	
	

	５
	電気事業法第2条の2の規定に基づき小売電気事業者の登録を受けている者であること。

	　
	小売電気事業者の登録を受けていることを証明する書類の写し


	６
	当該調達に必要な経営基盤を有し、かつ、資金等について十分な管理能力を有していること。
	
	直近3ヵ年の決算関係資料（貸借対照表、損益計算書）の写し

	７
	省CO2化の要素を考慮する観点から、添付資料①「二酸化炭素排出係数、環境への負荷の低減に関する取組の状況に関する条件」を満たすこと。
	　
	別紙1（適合証明書）



申請書に対する照会先
	会社名
	

	所属部署
	

	担当者名
	

	電話番号
	

	FAX
	

	E-Mail
	



【記載上の注意事項】
1.申請書の様式で要求している事項に対し、条件を全て満たしている場合は「回答欄」に「○」を、満たさない場合は「×」を記載。
2.「添付資料の有無」の欄に記述している資料は必ず添付すること。
















別紙1

適　合　証　明　書
令和　年　　月　　日

住 　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　社　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　 　　　　　　　印

　　下記のとおり相違ないことを証明いたします。

1.電源構成、非化石証書の使用状況及び二酸化炭素排出係数の情報の開示方法
	開　　示　　方　　法
	番　　号

	①ホームページ　　　②パンフレット　　　③チラシ
④その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	　　　



2.令和5年度の状況
	
	項　　　目
	自社の基準値
	点　数

	1 
	令和5年度1kWh当たりの二酸化炭素排出係数
（単位：kg-CO2/kWh）
	　
	

	2 
	令和5年度の未利用エネルギー活用状況
	
	

	3 
	令和5年度の再生可能エネルギー導入状況
	
	

	

	
	項　　　目
	取組の有無
	点　数

	4 
	省エネに係る情報提供、簡易的 DRの取組
地域における再エネの創出・利用の取組
	
	

	

	①～④の合計点数
	


注1）1の開示は、経済産業省「電力の小売営業に関する指針」（最新版を参照）に示された電源構成等や非化石証書の使用状況の算定や開示に関する望ましい方法に準じて実施していること。なお、新たに電力の供給に参入した小売電気事業者（事業開始日から１年以内）であって、電源構成の情報を開示していない者は、事業開始日及び開示予定時期（参入日から１年以内に限る）を「番号」欄に記載すること。
注2）２の「自社の基準値」及び「点数」には、①「二酸化炭素排出係数、環境への負荷の低減に関する取組の状況に関する条件」により算出した値を記載すること。
注3）1の開示方法（又は事業開始日及び開示予定時期）を明示し、かつ、2の合計点が60点以上となった者を本調達の入札適合者とする。
注4）1及び2の条件を満たすことを示す書類を添付すること。
様式1
[bookmark: _Hlk117773579][bookmark: _Hlk117773563]　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　  
質　問　書

独立行政法人中小企業基盤整備機構
　契約担当役
[bookmark: _Hlk117881223]理　事　　　森澤　泰治　　殿

住　所
会社名
代表者名

        

中小機構保有施設（全国33施設）で使用する電気の調達に関する質問書を提出します。



[bookmark: _Hlk25665272]※共通の質問については、＜共通＞と、個別の質問については＜調達No.7＞を頭にご記入ください。


質問事項　 ①


②


③


様式2
委　　　任　　　状

　　私は、　　　　　　　　　を代理人と定め、独立行政法人中小企業基盤整備機構の発注する「中小機構保有施設（全国33施設）で使用する電気の調達　調達No.7中小企業大学校広島校他1施設で使用する電気(中国電力(株)管内)」に関し、下記の権限を委任します。

[bookmark: _Hlk25332644]


記

　　　  1.　開札の立ち会いに関する一切の件

　 2. 再度入札（見積）に関すること。

 (
本状において委任を受けた者は初度入札より代理人氏名、使用印にて入札すること
ができる
。（入札当日は
代理人
使用
印鑑
を忘れないこと）
使用印鑑届出印にて応札の場合、同一印影の押印でない場合は代理人相違となるので注意
。
本社より支店、現業部の長へ復委任を行う場合、
別紙(4)-1及び(4)-2
を参照のうえ復委任状を作成すること。
委任状は初度入札時の封筒には封入しないこと。
)
	代 理 人   使用印鑑
	



　　　　
[bookmark: _Hlk117773620]　　令和　年　　月　　日
　　



住　所
委任者　会社名
代表者名
 (
本状において委任を受けた者は初度入札より代理人氏名、使用印にて入札すること
ができる
。（入札当日は
代理人
使用
印鑑
を忘れないこと）
使用印鑑届出印にて応札の場合、同一印影の押印でない場合は代理人相違となるので注意
。
本社より支店、現業部の長へ復委任を行う場合、
別紙(4)-1及び(4)-2
を参照のうえ復委任状を作成すること。
委任状は初度入札時の封筒には封入しないこと。
) (
本状において委任を受けた者は初度入札より代理人氏名、使用印にて入札すること
ができる
。（入札当日は
代理人
使用
印鑑
を忘れないこと）
使用印鑑届出印にて応札の場合、同一印影の押印でない場合は代理人相違となるので注意
。
本社より支店、現業部の長へ復委任を行う場合、
別紙(4)-1及び(4)-2
を参照のうえ復委任状を作成すること。
委任状は初度入札時の封筒には封入しないこと。
)

独立行政法人中小企業基盤整備機構
　契約担当役
[bookmark: _Hlk117773633]理　事　　　森澤　泰治　　殿


[bookmark: _Hlk130578984]様式2-1
委　　　任　　　状

私は、                  　を代理人と定め、独立行政法人中小企業基盤整備機構の発注する「中小機構保有施設（全国33施設）で使用する電気の調達　調達No.7中小企業大学校広島校他1施設で使用する電気(中国電力(株)管内)」に関し、下記の権限を委任します。


記


１．　見積及び入札について

２．　契約の締結について

３．　保証金の納付、還付の請求及び領収について

４．　代金の請求、受領及び物品の収受について

５．　復代理人の選任について

その他、委任事項を記入する。


	代 理 人   使用印鑑
	




令和　年　月　日



委任者
住 　 所
会 社 名
代表者名




独立行政法人中小企業基盤整備機構
契約担当役
理　　事　　　森澤　泰治　　殿


様式2-2
復　　委　　任　　状

私は、                   を復代理人と定め、独立行政法人中小企業基盤整備機構の発注する「中小機構保有施設（全国33施設）で使用する電気の調達　調達No.7中小企業大学校広島校他1施設で使用する電気(中国電力(株)管内)」に関し、下記の権限を委任します。


記


１．　入札に関する一切の件

２．　開札の立会に関する一切の件

３．　再度入札（見積り）に関する一切の件

その他、復委任事項を記入する。


	復代理人   使用印鑑
	




令和　年　月　日




委任者
住 　 所
会 社 名
　







独立行政法人中小企業基盤整備機構
契約担当役
理　　事　　　森澤　泰治　　殿


[bookmark: _Hlk117773681]様式3

入　　　札　　　書
　　


金．　　　　　　　　　　　　　　　　円也

（施設が複数ある場合は合計金額）

【内訳書】別紙のとおり。


[bookmark: _Hlk25068046]（入札件名）「中小機構保有施設（全国33施設）で使用する電気の調達
調達No.7中小企業大学校広島校他1施設で使用する電気(中国電力(株)管内)」


中小企業基盤整備機構競争契約入札心得及び入札説明書等を承諾の上、入札します。


　　令和　年　　月　　日





住　所
　　　　　　　　　　　        　　　会社名
　　　　　　　　　　 　       　　　氏　名
　


独立行政法人中小企業基盤整備機構
　契約担当役
[bookmark: _Hlk117773732]理　事　森澤　泰治　　殿

様式3　別紙　総括表
（件名）「中小機構保有施設（全国33施設）で使用する電気の調達　
調達No.7中小企業大学校広島校他1施設で使用する電気(中国電力(株)管内)」
	施　　設　　名
	金　額（円）

	①中小企業大学校広島校
	　

	②岡山大インキュベータ
	　

	
	　

	　
	　

	　
	　

	　
	　

	　
	　

	　
	　

	　
	　

	合　計　金　額　（円）
	　


























[bookmark: _Hlk211452082][bookmark: _Hlk211626994]様式3　別紙　内訳①
調達No.7　　　施設名；①中小企業大学校広島校
１．基本料金
	区　　分
	a）予定契約
電力(kW)
	b)供給期間
12ヶ月
	C)基本料金
単価
（円／kW）
	d)力率補正
0.85
	e)金額（円）
a)×b)×c)×d)


	基本料金
	A
	12
	B
	0.85
	A×12×B×0.85

	小計①
	
	
	
	
	1 


２．電力量料金
	区　　分
	f)予定使用電力量
（kWh）
	g)電力量料金単価
（円／kWh）
	h)金額（円）
f)×g)

	ピーク時電力量
	C
	D
	C×D

	[bookmark: _Hlk25246392]昼間電力量・夏季
	E
	F
	E×F

	昼間電力量・その他季
	G
	H
	G×H

	夜間電力量・夏季
	I
	J
	I×J

	夜間電力量・その他季
	K
	L
	K×L

	小計②
	
	
	②C×D＋E×F＋G×H＋I×J＋K×L


３．入札書価格算定
	区　　分
	金額（円）

	Ａ　合計（小計①＋小計②）（円）
	①A×12×B×0.85＋②C×D＋E×F＋G×H＋I×J+K×L



★予定契約電力量（kW）及び電力量（kWh）については、仕様書別紙2による。
※1：内訳書は施設毎に作成し、その合計値を次に示す総括表にまとめ、合計額を入札書に記入すること。
ただし調達内の施設が、1施設の場合は、総括表は不要であり、内訳書も1通で良い。　
※2：用いる数値は次の考え方による。
a）予定契約電力（kW）は仕様書別紙2に提示する数量（単位止）
b）供給期間は12ヶ月：整数値
C) 基本料金単価（円／kW）は小数点以下第2位止
d) 力率補正値は100％と仮定「〔185－力率〕／100」で算出した数値0.85（固定値）」とする。
e）、h）及び小計①、小計➁は、小数点第2位止め（小数点第3位以下切り捨て）とする。
f）予定使用電力量（kWh）は仕様書別紙2に提示する数量（単位止）。
g）電力量料金単価（円／kWh）は小数点以下第2位止とする。
※3：＜再掲＞予定価格算定においては、力率補正値は100％と仮定、燃料費等調整額および再生可能エネルギー発電促進賦課金は考慮しない。
※4：Ａの合計欄は小計欄①及び②を合計し、小数点以下を切り捨て単位止とする。



様式3　別紙　内訳②
調達No.7　　　施設名；②岡山大インキュベータ
１．基本料金
	区　　分
	a）予定契約
電力(kW)
	b)供給期間
12ヶ月
	C)基本料金
単価
（円／kW）
	d)力率補正
0.85
	e)金額（円）
a)×b)×c)×d)


	基本料金
	A
	12
	B
	0.85
	A×12×B×0.85

	小計①
	
	
	
	
	2 


２．電力量料金
	区　　分
	f)予定使用電力量
（kWh）
	g)電力量料金単価
（円／kWh）
	h)金額（円）
f)×g)

	ピーク時電力量
	C
	D
	C×D

	昼間電力量・夏季
	E
	F
	E×F

	昼間電力量・その他季
	G
	H
	G×H

	夜間電力量・夏季
	I
	J
	I×J

	夜間電力量・その他季
	K
	L
	K×L

	小計②
	
	
	②C×D＋E×F＋G×H＋I×J＋K×L


３．入札書価格算定
	区　　分
	金額（円）

	Ａ　合計（小計①＋小計②）（円）
	①A×12×B×0.85＋②C×D＋E×F＋G×H＋I×J+K×L



★予定契約電力量（kW）及び電力量（kWh）については、仕様書別紙2による。
※1：内訳書は施設毎に作成し、その合計値を次に示す総括表にまとめ、合計額を入札書に記入すること。
ただし調達内の施設が、1施設の場合は、総括表は不要であり、内訳書も1通で良い。　
※2：用いる数値は次の考え方による。
a）予定契約電力（kW）は仕様書別紙2に提示する数量（単位止）
b）供給期間は12ヶ月：整数値
C) 基本料金単価（円／kW）は小数点以下第2位止
d) 力率補正値は100％と仮定「〔185－力率〕／100」で算出した数値0.85（固定値）」とする。
e）、h）及び小計①、小計➁は、小数点第2位止め（小数点第3位以下切り捨て）とする。
f）予定使用電力量（kWh）は仕様書別紙2に提示する数量（単位止）。
g）電力量料金単価（円／kWh）は小数点以下第2位止とする。
※3：＜再掲＞予定価格算定においては、力率補正値は100％と仮定、燃料費等調整額および再生可能エネルギー発電促進賦課金は考慮しない。
※4：Ａの合計欄は小計欄①及び②を合計し、小数点以下を切り捨て単位止とする。



様式4
入札辞退届
独立行政法人中小企業基盤整備機構
契約担当役
理事　森澤　泰治　殿

入札件名： 　「中小機構保有施設（全国33施設）で使用する電気の調達　
調達No.7中小企業大学校広島校他1施設で使用する電気(中国電力(株)管内)」

上記入札を辞退いたします。なお、辞退理由は次のとおりです。
令和　年　　月　　日
会社名　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　
担当者名　　　　　　　　　　　　　　
担当者連絡先　　（　　　）

なお、任意辞退者（機構側より本入札の参加資格がないとされた者以外）にあっては、以下の各項目より辞退に至った理由についてご回答ください。〔該当する項目にチェックをしてください（複数選択可）〕。

Ａ　　競争参加資格について
□①企業等に求められる業務実績の要件が厳しかった
□②管理技術者等に求められる業務実績の要件が厳しかった
□③管理技術者等に求められる資格要件が厳しかった
□④その他〔具体的にご記入ください　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕
Ｂ　業務内容
□①落札できる見込みがないと判断した
〔理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 〕
□②仮に受注したとしても、自社の専門分野・得意分野と異なる内容の業務であり、業務を確実に履行できないリスクがあると判断した
□③仮に受注したとしても、次年度に受注できないリスクがあり、人材の計画的な育成・配置が困難と判断した
□④現時点において必要な技術者等が不足しており、契約履行開始までに必要な体制を整えること等が困難と判断した
□⑤発注ロット（業務規模）が大きく、そもそも受注することが困難と判断した
□⑥他の受注業務を履行中であり、追加して受注することが困難と判断した
□⑦その他〔具体的にご記入ください　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕
Ｃ　手続関係
□①入札公告又は入札説明会の日から入札書・技術提案書等の提出期限までの期間が短かった
□②業務の目的・内容、求められる成果物、審査基準等が不明瞭だった
□③契約締結から履行開始までの準備期間が短かった
□④履行開始から終了までの履行期間が短かった
 (
※本書の提出及び質問事項の回答を理由に以後の入札参加において不利を受けることはありません
)□⑤その他〔具体的にご記入ください　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕
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